



































経済学的に分析する手段として，保険の理論 (Arrow (1970), Spence and
Zeckhauser (1971))，経営管理企業の理論 (Alchaian and Demsetz (1972), Jensen
and Meckling (1976), Grossman and Hart (1982))，地主と小作人の間の最適分
益小作契約 (Stiglitz (1974), Newbery and Stiglitz (1979))，効率性賃金理論
(Shapiro and Stiglitz (1984))，会計理論 (Demski and Kreps (1982)) 等で広く利
用されてきた。本稿は，可能な成果が２通りしかない簡単なモデルを概説
することから始め，続いて３通り以上ある成果は正規分布に従い，エイジ






産出量の値は q 0と q 1 の２通りだけであると想定する。すなわち，
q 01である。産出量が q 1 のとき，エイジェントの成果を成功，
q 0のとき失敗と呼ぼう。エイジェントが努力水準 a を選択したとき
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(2.1) V (q w )
により与えられ，V()0かつ V()0であると仮定する。他方，エ
イジェントの効用関数は，報酬 w からの効用 u (w )と努力 a の負効用
(a )について分離可能であるとし，
(2.2) u (w )(a )



















p (a )u (w1 )[1p (a )]u (w0 )a
subject to p (a )u (w1 )[1p (a )]u (w0 )a u
の解として求められる。ただし，wi は q i が実現したときに支払われ





p (a )u (w1 )[1p (a )]u (w0 )a
subject to p (a )V (1w 1 )[1p (a )]V (w0 )V
と定式化することもできる。ただし，V はプリンシパルの留保効用水準


















が導出され，最適努力選択 a は，(2.6) と努力に関する１階の条件
(2.7) p(a )[V (1w1 )V (w0 )]p








































p (a )V (1w1 )[1p (a )]V (w0 )
subject to
(2.16) p (a )u [1p (a )]u (w0 )a 0
(2.17) a arg max
aˆ
p (aˆ )u (w1 )[1p (aˆ )]u (w0 )aˆ
を解く次善報酬契約を申し出る。ここで，(2.16) は (2.14) の目的関数と
仮定 (2.5) から導かれるエイジェントの個別合理性制約，(2.17) は誘因両
立性制約である。
p ()と u ()に関する仮定が与えられたとき，エイジェントの最大化問
題 (2.14) の１階の条件
(2.18) p(a )[u (w1 )u (w0 )]	1
は，任意の報酬契約 (w0w1 )に対してエイジェントが選択する努力水準













されるとき，エイジェントにとっての最善の最適では (2.11) (2.12) が成
立するので，エイジェントの最適化問題の１階の条件は，










もしエイジェントが w0 0かつ w1 1 という富制約を受けていれば，
エイジェントは期待利得
(2.20) p (a)a
を獲得する。ここで，仮定により p()は厳密に負であり，また (2.13) が
成立しているので，この期待利得は厳密に正である。他方，プリンシパル
は成果を価格 0でエイジェントに前金で販売しているので，プリンシパ










p (a )(1w1 )
subject to p(a )w0 1
の解 aを選択することになる。(2.21) の１階の条件より，
(2.22) p(a )1
p (a )p(a )
[p(a )]2




る。例えば，Jensen and Meckling (1976) はエイジェントをある企業の経
営者，プリンシパルを当該企業への投資家と見なして，w1 を内部株式，





















p (a )w M
subject to w a 0
w 0



















































p (a )V (1w1 )[1p (a )]V (w0 )
subject to
(2.26) p (a )u (w1 )[1p (a )]u (w0 )a 0
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(2.27) p(a )[u (w1 )u (w0 )]1
と表される３）。ここに，(2.26) は個別合理性制約，(2.27) は誘因両立性制
約である。




























































(a )u (wij )1
と表され，プリンシパルは (3.1) を解く報酬水準 wij をエイジェントに提
案する。ここに，(3.2) は個別合理性制約，(3.3) は誘因両立性制約である。
























(3.6) pi 0(a )ki pi 1(a )
を得る。ただし，ki は正の定数である。つまり，努力水準を変更すると
き，相対密度が各 q に対して同規模の変化をすることが，(3.3) が変数 s
に依存しないための条件になる。この条件が成立するとき，q は a に関
して (qs )についての十分統計量である，あるいは s は q が与えられた
とき a について情報を提供しないという４）。






























(4.4) w t sq





E (q w )
subject to











































た s に対して，危険回避係数ならびに産出量の分散2 に関して増加的





















































































が (4.11) の解になる。この (4.12) は，与えられた成果誘因 s に対するエ







































































プリンシパルは a の殆ど正確な推定値を得ることができる。Mirrlees は
この情報を利用して，成果が (4.1) により与えられ，	N (02)である
場合には，最善を任意に正確に近似できることを明らかにする。すなわち，






























[u (w)u (k )]f (qa)dq
だけ満たさない。
































であるので，(5.5) は与えられた M に対して有限の値に確定するから，
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